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平成 26 年 8 月 8 日

各 位

会 社 名 応 用 地 質 株 式 会 社

代 表 者 名 代表取締役社長 成田 賢

（コード 9755 東証 第１部）

問 合 せ 先 取締役専務執行役員 事務本部長

河野 啓三

連結子会社（報国鋼業株式会社）との合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ

当社は、平成26年8月8日開催の当社取締役会において、平成26年 10月1日を効力発生日とし

て、下記のとおり、当社の完全子会社である報国鋼業株式会社（以下、「報国鋼業」）を吸収合併（以

下「本合併」）することを決議し、本日付で同社と合併契約を締結致しましたのでお知らせします。

なお、本合併は連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略し

て開示しております。

記

１．合併の目的

当社グループ経営の合理化・効率化を図るため、報国鋼業を吸収合併することといたしました。

２．合併の要旨

（１）合併の日程

合併契約承認取締役会 平成26年 8月8日

合併契約締結 平成26年 8月8日

合併期日（効力発生日） 平成26年 10月 1日

なお、本合併は、当社については会社法第796条第3項、報国鋼業については、会社

法第784条第１項の規定に基づき、それぞれ株主総会の承認決議を経ずに行います。

（２）合併方式

当社を存続会社、報国鋼業を消滅会社とする吸収合併方式で、報国鋼業は本合併により解

散します。

（３）合併に係る割当て内容

合併により新株式の発行および合併交付金の支払いはありません。

（４）合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い

消滅会社である報国鋼業は、新株予約権および新株予約権付社債を発行しておりません。
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３．合併当事会社の概要（平成25年 12月 31日現在）

存続会社 消滅会社

（１） 商 号 応用地質株式会社 報国鋼業株式会社

（２） 所 在 地 東京都千代田区神田美土代町７番地 大阪市淀川区田川北2丁目4番66号

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 成田 賢 代表取締役 河野 啓三

（４） 事 業 内 容 地質調査・コンサルティング等の各種
サービスの提供、ならびに、モニタ
リング機器・物理探査装置等の計測機
器の製造・販売

不動産の賃貸

（５） 資 本 金 16,174百万円 10百万円

（６） 設 立 年 月 日 昭和３２年5月2日設立 昭和13年12月22日設立

（７） 発行済株式総数 普通株式 32,082,573株 普通株式 200,000株

（８） 決 算 期 12月31日 9月30日

（９） 大株主および持分比率 応用地質株式会社 15.60％

公益財団法人深田地質研究所 10.75％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口） 7.81％

深田 馨子 5.50％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信

託口） 4.56％

応用地質従業員持株会 3.31％

須賀 るり子 2.92％

株式会社みずほ銀行 2.68％

応用地質株式会社 100％

直前事業年度の財政状況および経営成績

平成25年12月期（連結） 平成25年9月期（単体）

（10） 純 資 産 60,523百万円 314百万円

（11） 総 資 産 75,003百万円 539百万円

（12） １株当たり純資産 2,219.12 円 1,573.53 円

（13） 売 上 高 47,033百万円 58百万円

（14） 営 業 利 益 3,679百万円 26百万円

（15） 経 常 利 益 4,072百万円 22百万円

（16） 当 期 純 利 益 2,595百万円 13百万円

（17） １株当たり当期純利益 95.85円 68.82 円

４．合併後の当社の状況

商号、事業内容、本店所在地、代表者の役職・氏名、資本金および決算期について、本合併によ

る変更はありません。

５．今後の見通し

本合併による当社の連結業績への影響は、軽微であります。

以 上


